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従来の産業構造(マスの世界)

大量消費を支えるために階層的な産業構

造を形成しており,取り引きや情報の涜れが

固定的,一方向的であった｡
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今後求められる産業構造(多様化の世界)
要求の多様化に伴い,ニーズやシーズなどの情報が双方向に流通し,自由な取り引きを

実現するフラットな産業構造が求められている｡
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今後求められる産業構造のイメージ

中小企業や大手企業,顧客との間で情報共有空間という｢場+を形成し,さまざまな情報をシームレスに流嵐 循環させることによって産業

を活性化し,ベンチャー企業などの新ビジネス創造を支援する｡

地域産業を支える中小企業を取り巻く環境は,中国などへの製造拠点のシフトや,系列企業の崩壊など,大きく変化してい

る｡このような厳しい状況の中で中小企業を活性化するには,付加価値の創造を支えるエンジニアリングカが欠かせない｡同

時に,自社が保有する技術･人材などの資産を的確に取引先に伝えることにより,新規取引先を開拓するセールスカを身に付

けることが重要となる｡中小企業や地域の産業を活性化するには,新製品や新事業を創出するプランニング力も求められる｡

現在,自治体や第三セクターなどが進めているさまざまな産業活性化策の中では,年割こIT(lnbrmationTechno10gy)による

活性化の気運が高まっている｡lT活用により,顧客と大手企業,中小企業をネットワークで連携し､情報共有空間という｢場+

を介して情朝流通･循環を行うことが可告巨となり,顧客ニーズの把握や新たな取引機会の創軋 新技術導入促進などによる,

地域産業活性化が期待される｡

日立製作所は,経済産業省の認可団体財団法人ニューメディア開発協会の指導の下で,中小企業のシーズと大手企業が求め

る情報を流通させることにより,中小企業を支援する｢中小企業支援アプリケーション+を開発した｡

はじめに

近年,製造拠点の海外シフトや系列企業の崩壊などが

進み,中小企業が集中している地域では,地域そのもの

の地盤沈下にもつながるため,中小企業活性化対策が急

務となっている｡このため,自治体や第三セクターなど

の産業支援機関による支援が実施されている｡産業活性

化支援策には,業務効率の向上や製造コストの低減を11

的とした中小企業のIT(情報技術)化支援などがある｡ま

た,加工や鋳造シミュレーションシステムなど,高価な

設備の共同利用サービスの提供や,地域企業の情報発信

を行う｢場+の構築などの取り組みもある｡

このような地域産業活性化を支援するために,国家レ

ベルでもITを活用した支援策が進められている｡代表例

として,経済産業省と財団法人ニューメディア開発協会

による,中小企業のシーズと大手企業のニーズなどの情

報を流通させて中小企業を支援する｢中′ト企業支援アプ

リケーション+の開発事業をあげることができる｡
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日立製作所は,従来,財団法人ニューメディア開発協

会の指導の下で研究開発を進めてきた,情報の流通と循

環を実現するために必要とされるデータベースやサービ

スの連携技術などを活用し,中小企業支援アプリケー

ションを開発した｡

ここでは,中小企業支援アプリケーションについて述べる｡

地域産業活性化のためのIT活用

地域産業活性化のためには,地域産業を支える中小企

業などの収益向上と受注拡大が重要である｡

そのためには,以下の3点の実現が求められる｡

(1)他企業との競合優位化ができる付加価値を持つこと

(2)付加価値を生かして新規の受注を拡大すること

(3)新製品の開発などにより,新事業を創出すること

新たな付加価値を創造するためには,大学などの研究

機関や他企業との連携によって新技術を開発したり,異

なる地域･分野の企業との連携によって既存技術を新た

な分野に適用するなどの取り組みが有効である｡また,

新たな取引関係を開拓するために,各企業が保有する技

術や付加価値などのポテンシャルを,取引先の大手企業

などに対して,効果的にPRすることが重要となる｡新製

品開発を行ううえでは,製品企画や設計を行う会社との

連携や,専門分野を持つ会社どうしの協業などが有効で

ある｡

これらを実現するためには,中小企業と,大手企業,

研究機関,ほかの中小企業などの間で,シーズとニーズ

の情報を流通させる必要がある(図1参照)｡

したがって,自治体や産業支援機関によるITを活用し

た地域産業活性化の実現には,シーズとニーズの情報を
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図1地域産業活性化の支援の方向性

シーズとニーズの情報の流通により,中小企業の収益向上と受

注拡大を目指す｡

流通させる,情報共有空間という｢場+の構築がきわめて

重要になる｡

中小企業支援アプリケーション

情報共有空間という｢場+を作り,利用者のニーズと提

供者のシーズを流通させることで産業の活性化を支援す

る具体例が,財団法人ニューメディア開発協会の指導の

下で日立製作所が開発した｢中小企業支援アプリケー

ション+である｡

3.1概 要

中小企業支援アプリケーションの概要を図2に示す｡

中小企業や大学など研究機閑は,ネットワークを介し

て保有製品や技術,設備,人材などを登録し,情報共有

ング
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図2 中小企業支援アプ

リケーションの概要

情報共有空間という｢場+

を作り,情幸阿り用者のニー

ズと情報提供者のシーズを

マッチングさせることによ

り,産業活性化を支援する｡
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空間という｢場+を介して情報発信を行う｡

取引先を探す大手企業や,協業相手を探す中小企業な

どは,ニーズを発信することで,必要な情報とのマッチ

ングを行うことができる｡

3.2 提供する主な機能

中小企業支援アプリケーションで提供する主な機能は

以下のとおりである｡情報提供画面の例を図3に示す｡

(1)人材情報提供サービス

大学や研究機関の研究者が持つ情報や,企業が持つ人

材情報などを提供し,製品や技術を開発する際に連携す

る相手を探す支援を行う｡

(2)企業情報提供サービス

企業の特徴や保有技術,設備などの情報を提供し,企

業の新たな取引先や研究者が共同研究を行うときに,相

手企業を探す支援を行う｡

(3)商品情報提供サービス

企業が持つ商品や部品の情報を流通させ,製品などの

発注先を探す際の支援を行う｡

3.3 システムアーキテクチャ

産業支援機関などがこのようなアプリケーションを導

入する際,システム導入コストがネックとなることが多

いので,システムを効率よく構築することが重要となる｡

また,情報流通の｢場+の付加価値を高めるためにも,異

なる地域,分野との連携を容易にすることが重要になる｡

そのため,中小企業支援アプリケーションは,図4に
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このシステムは,｢共通プラットフォーム+,｢共通アプリケー

ション+,および｢個別アプリケーション+の3階層のアーキテクチャ

を持ち,開発効率と拡弓長性に優れている｡

示すように,｢共通プラットフォーム+,｢共通アプリ

ケーション+,および｢個別アプリケーション+の3階層の

アーキテクチャとした｡

｢共通プラットフォーム+は,地域や分野に依存せずに

使える情報流通の基盤となるもので,データベース連携

などの機能を提供する｡

｢共通アプリケーション+は,中小企業支援,環境関連

産業支援,福祉関連産業支援などの分野ごとに共通とな

る機能を提供するミドルウェアである｡中小企業支援ア

プリケーションの場合,企業情報,人材情報などの登録

機能や,人材,企業,商品などの情報検索機能,利用者

管理など共通的な機能をAPI(Application Program
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図3 中小企業支援アプリケーションの画面例

利用者は,情報検索を行ってビジネス活動に利用する｡
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Interface)として提供する｡

｢個別アプリケーション+は,地域ごと個別のアプリ

ケーションであり,実際に利用者が目にする画面などの

GUI(GraphicalUserInterface)部分が中心となり,共通

アプリケーションのAPIを活用して開発することができ

る｡したがって,他地域で同様のアプリケーションを導

入する場合,各地域は個別アプリケーションだけを開発す

ればよい｡

以上のように,3階層のアーキテクチャと共通機能を

持った中小企業支援アプリケーションを活用すること

で,効率よくシステム構築が実現できるとともに,拡張

性のよい情報流通基盤を構築することができる｡

広域での中小企業連携への展開

中小企業支援アプリケーションは,情報共有空間とい

う｢場+の活性化によって効果を高めることができる｡そ

のためには,1地域だけで｢場+を構築するよりも,広域

に分散する複数地域を連携した｢場+とすることが有効で

ある｡また,異なる特徴を持つ複数の地域や,異なる分

野の産業活性化を支援する地域間を連携することによ

り,既存シーズと新たなニーズとの出会い場が生まれ,

新技術開発や新製品開発などの取り組みを促進すること

が期待できる｡

中小企業支援アプリケーションは,広域連携情報流通

基盤システムという共通プラットフォームの上で構築し

利用者

一般利用者
自治体

中小企業

起業家
など

E地域(環境関連分野)

環境
DB F地域(福祉関連分野)

福祉
DB

情戟共有空間

B地域(中小企業分野)

A地域(中小企業分野)

企業
DB

企業
DB C地域(中小企業分野)

企業
DB

広域中小企業貴濾

企業
DB

注:略語説明 DB(Database)

図5 広域連携の展開イメージ

広域を連携した情報流通により,情報共有空間の｢場+の付加価

値が向上し,中小企業活性化を実現することができる｡
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ているため,広域に分散する情報の連携を容易に実現す

ることができる｡したがって,中小企業支援を行う地域

間を連携した広域中小企業支援の実現や,異なる分野の

中小企業を支援する地域を連携した新たな支援アプリ

ケーションの実現が可能となる(図5参照)｡

以.Lのように,広域を連携した展開を図ることにより,

利用者増加による販路拡大や多様なユーザーニーズの収

集,異なる分野の企業間の協業など,中小企業活性化に

必要な機会を与えることができる｡

ぁわりに

ここでは,中小企業の支援を目的に,さまざまな地域

や事業者が持っている情報を流通させる｢中小企業支援

アプリケーション+について述べた｡

各地域の自治体や産業支援機関は,現在もさまざまな

中小企業の支援策を打ち出している｡しかし,景気の低

迷は続いており,今後も中小企業に対する支援策をいっ

そう強化する必要があると考える｡そのため,日立製作

所は,複数地域や異業種を連携した情報流通による地域

産業の活性化を展開していく考えである｡
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